別表(第10条関係)
口座振替による納付事務手続
1　対象科目
口座振替による納付を行うことのできる科目は、町県民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税、保育所保育料、幼稚園保育料、住宅使用料、専用水道使用料、簡易水道加入金、簡易水道使用料、下水道使用料、公共下水道事業受益者負担金、農業集落排水事業分担金、介護保険料及び後期高齢者医療保険料とする。
2　対象者
城南町指定金融機関及び収納代理金融機関(以下「指定金融機関等」という。)に預金口座を有する納税(入)義務者で当該指定金融機関等と口座振替による約定を交わし城南町及び当該指定金融機関等の承諾を得た者とする。
3　取扱金融機関
指定金融機関等のうち、納税(入)義務者の指定した金融機関(以下「取扱金融機関」という。)とする。
4　指定口座
納税(入)義務者の指定した本人名義の普通預金又は当座預金及び納税準備預金(以下「指定預金口座」という。)のうち一口座とする。ただし、納税(入)義務者名義以外の預金口座を指定する場合は、名義人及び取扱金融機関が承諾したものについてはこの限りでない。
5　申込手続き
口座振替による納付を希望する納税(入)義務者は、城南町歳入金口座振替依頼書(以下「振替依頼書」という。)及び口座振替申込書(以下「申込書」という。)を取扱金融機関へ提出し、取扱金融機関は振替依頼書の内容を確認したのち申込書を城南町へ送付しなければならない。
6　納税通知書等の送付手続き
城南町は、申込書に基づき、納税通知書又は、納付(入)通知書(以下「納税通知書等」という。)を、納期のつど口座振替一覧表又は、口座振替請求書集計表とともに取扱金融機関別に送付しなければならない。
7　振替日
取扱金融機関が、口座振替納税(入)義務者の指定口座から城南町の預金口座に振替する日(以下「振替日」という。)は、納付期限前3日以内の日とする。ただし、振替日が取扱金融機関の休業日に当たる場合は、直後の営業日とする。
8　振替納付手続き
取扱金融機関は振替日に指定預金口座から納付通知書等の金額を引出し納付手続きをするとともに口座振替済報告書を、指定金融機関へ送付しなければならない。又、指定金融機関は、取扱金融機関より送付のあった口座振替済報告書を取りまとめたのち口座振替済報告書集計表を作成し、城南町へ送付しなければならない。
9　領収証書等の送付
領収証書又は、口座振替済通知書(以下「領収証書等」という。)は、当該年の1月から12月分を翌年の1月に城南町から納入者あて送付するものとする。
ただし、幼稚園保育料及び住宅使用料については当該年度の4月から3月分を翌年度の4月に、軽自動車税については当該年度の5月に、水道使用料については口座振替日の翌月にそれぞれ送付するものとする。
10　口座振替不能の取扱い
取扱金融機関は、預金不足等の事由により、振替日に振替不能のものがあるときは、当該納税通知書等にその理由を付して口座振替済報告書とともに速やかに指定金融機関を経由し城南町へ送付しなければならない。
又、城南町は、前項の規定により返送された納税通知書等に口座振替不能通知書を添えて納税(入)義務者に送付するものとする。当該通知が相当の期間、継続した場合は、次期以降の口座振替は中止され、口座振替取消通知を納税通知書等に添付して納税(入)義務者へ、また口座振替停止通知を取扱金融機関にそれぞれ送付し、以後の振替は取りやめるものとする。
11　口座振替変更、廃止の手続き
納税(入)義務者は、口座振替による納付を変更又は廃止しようとするときは、取扱金融機関へ振替依頼書を提出し、これを受理した取扱金融機関は、速やかに申込書を城南町に送付しなければならない。
12　翌年度以降の取扱い
口座振替の廃止あるいは振替不能となる場合を除いては、次年度以降も自動的に口座振替が継続されることとする。
13　磁気媒体交換による取扱い手続き
口座振替の事務を金融機関が磁気媒体で処理する場合は、「預金口座振替に関する契約書」で定めた取扱い方法によるものとする。
14　取り扱いの開始時期
口座振替による納付の開始時期は、申込書受付日の月又は翌月とする。
